
 

 

 

自殺予防 
メディア関係者のための手引き 

(日本語版第2版) 

 

この文書は、自殺予防に関連する団体や専門組織を対象とした一連の手引き書のう

ちの一つであり、世界保健機関（World Health Organization: WHO）が自殺予防の

ために国際的に提唱している SUPRE の一部として用意されたものである。 
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はじめに 

 
自殺は、世紀をまたがり哲学者や神学者、医師、社会学者、および芸術家たちの関心を引

きつけてきた複雑な事象です。 フランスの哲学者であるアルベール・カミュは、彼の著作「シ

ーシュホスの神話」の中で、自殺は唯一深刻な哲学的問題であると述べています。  

私たちは、自殺を重要な公衆衛生学の課題として捉える必要があります。しかしながらそ

の防止や制御は、残念ながら決して簡単な仕事ではありません。 最新の研究では、自殺予防

は実行可能ではあるものの、そのためにはありとあらゆる活動がなされなければならないと

いうことが示されています。それは、私たちの子どもや若者たちのために可能な限りの良い

環境を提供することから始まり、精神障害の効果的な治療や、自殺の危険因子に対する環境

調整を行うことも含まれます。 的確な情報を普及させ、また啓発を行うことは、自殺防止プ

ログラムを成功させる上での主要な要素となります。  

1999 年に、WHO は自殺の防止のための世界的な事業、SUPRE に着手しました。 この小冊子

は、特に自殺の防止に関わる地域や専門のグループのために準備された一連の SUPRE の資料

の 1 つです。これは、保健福祉専門家や教育者、行政機関、政府、立法機関、司法、報道機

関、家族、地域のコミュニティーを含む人々の広範で多様なつながりを提示するものとなっ

ています。 

私たちは特に、この小冊子のたたき台を準備してくださったDiego de Leo教授（オースト

ラリア、クイーンランド、ブリスベン、Grifith University）に感謝したいと思います。 そ

してその校訂にあたった、WHOの国際的な自殺予防のネットワークに関わる以下のメンバーに

感謝します： 

Sergio Pérez Barrero博士（キューバ、グランマ、Hospital de Bayamo） 

Annette Beautrais博士（ニュージーランド、クライストチャーチ、Christchurch School of 

Medicine） 

Ahmed Okasha博士（エジプト、カイロ、Ain Sharms Uniersity） 

Lourens Schlebusch教授（南アフリカ、ダーバン、University of Natal） 

Jean-Pierre Soubrier教授（フランス、パリ、Groupe Hospotalier Cochin） 

Airi Värnik博士（エストニア、ターリン、Tartu University） 

Danuta Wasserman教授（スウェーデン、ストックホルム、National Center for Suicide and 

Control） 

Shutao Zhai博士（中国、南京、南京医科大学、Brain Hospital） 

私たちはまた、初期の文書の編集作業のお手伝いをしていただいたインド、チェンナイ、

SNEHA の Lakshmi Vijayakumar 博士に感謝いたします。 

これらの資料は、今後広く配布されていきますが、これらの資料が効果的であるためには、

それぞれの地域にあったかたちで翻訳され受け容れられていくとよいと思います。これらの

資料に対するご意見や、翻訳・翻案の申し込みを歓迎します。 

 

J.M.Bertolote 博士 

WHO 精神保健部 

精神・行動障害部門コーディネーター 
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自殺予防 

メディア関係者のための手引き 

 
メディアは、さまざまな方法により、非常に広範な情報を伝えることで今日の社会に重要

な役割を果たしている。これらは、地域社会のありよう、信条、行動に強く影響を及ぼし、

また政治、経済、そして社会的慣習に対して重要な役割を果たす。それゆえに、メディアは

自殺予防において積極的な役割を果たすことが可能であると言える。 

 

自殺は、人生の終わり方としてはおそらく最も悲劇的なものである。自殺を考える人の多

くは両価的である。彼らは、本当に自分が死にたいのかどうかということについて確信をも

っているわけではない。自殺の危険性を有する人を自殺に導く多くの危険因子のうちのひと

つは、自殺に関するメディアの報道かもしれない。それでは、報道は自殺に関してどのよう

に影響しうるのか。 

 

この手引きにおいて、自殺報道の影響についての概略をひも解き、信頼できるリソース（資

源）を示し、一般的に、あるいは特殊な状況の中でどのように自殺を報道したらよいのかと

いうことについて提案し、そして自殺を報道する上で避けるべき点について指摘する。 

 

 
自殺におけるメディアの影響 
 

メディアと自殺との関連について最も古いもののひとつとして知られているには、1774

年に出版されたゲーテの小説、「若きウェルテルの悩み」に関するものである。この小説の

中で、主人公は、不幸な恋愛の顛末の末に銃で自殺を図ったが、この本の出版直後に同じ

方法で自殺を図った若者に関して、数多くの報告がなされている。これが理由で、いくつ

かの国で「若きウェルテルの悩み」は発禁となった（文献１）。そして、“ウェルテル効果”

ということばが、自殺の模倣を意味するものとして専門書の中で使われるようになった（＊

注１）。 

 

その他、メディアの自殺への影響を研究したものは、総説も含めると米国の 19 世紀の状

況まで遡って調べたものがある（文献２）。最近の有名な事例としては、デレク・ハンフリ

ーによって書かれた「Final Exit」がある。この本の出版後、その本に書かれた方法によ

る自殺がニューヨークで増加した（文献３）。フランスの「Suicide, mode d’emploi」も

また、自殺の増加をもたらした（文献４）。フィリップスらによれば（文献５）、自殺の内

容に関する報道の度合いが直接、その後の自殺者数と関連するという。著名人を含む自殺

の報道が、特に強い影響を及ぼしたという（文献６）。 

 

テレビもまた自殺行動に影響する。フィリップスは、自殺事例のテレビ報道の後の 10日

間に自殺が増加することを示した（文献７）。印刷されたメディアがそうであるように、複

数の放送局によって複数の番組で何度も報道される話題は、最も大きな影響をもたらすも

のと思われる。さらにもしそれが著名人に関するものであればなおさらである。一方、創

作されたフィクションの影響に関しては見解が分かれている。いくつかの報告では、自殺

行動の増加に影響しないとしており、他の報告では自殺の増加に影響があるとしている（文

献８）。 

 

舞台劇や音楽と自殺との関連についてはよく調べられておらず、不確かなままである。 
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＊注１：模倣自殺は、ひとつの自殺がその後の自殺に関してモデリング効果を及ぼしたものである。

群発自殺とは、直接的な関連があるなしに関わりなく、時間的に、もしくは地理的に近接して起こ

る自殺の多発のことである。連鎖自殺とは、先行する自殺についての知識が直接的なものか関接的

なものかということにかかわらず、ひとつの自殺がさらなる自殺の発生を容易にした場合のことで

ある（Gould MS. Suicide clusters and media exposure. In: Blumenthal SJ, Kupfer DJ, eds. Suicide 

over Life Cycle. Washington DC, American Psychiatry Press, 1990.）。 

 

ごく最近、インターネットが、新たに多くの問題を提示している。自殺の計画を幇助す

るウェブサイトもあれば、自殺予防を試みるウェブサイトもあるが、これまでのところ、

その自殺への影響を包括的に解析した研究はまだない。 

 

全般的に、新聞とテレビによる自殺に関する事実報道の形式のうちいくつかのものが、

自殺の増加に統計学的に有意に関連していることが、充分に根拠をもって示されている。

そしてその影響は、若者の間で最も大きいことが示されている。当然のことながら自殺の

多くは報道されない。ある自殺について公に伝えるかどうかの決定を左右するのは、通常、

自殺した人物、方法、あるいは場所が特殊かどうかということなのである。自殺は、しば

しば報道するだけの価値があり、メディアはそれを報道する権利を有する。しかしながら、

メディアの関心を最も大きく惹き付けるような自殺は、通常のパターンとは異なるものな

のだ。事実、メディアで報道される事例は、常に非定型的で一般的なものではない。それ

なのにそれらを「定型的」と表現することが自殺に関する誤った情報をさらにそのまま放

置することになる。臨床家と研究者は、そういう報道は本来あるべき自殺のニュース報道

というものではなく、それどころか、脆弱な一群の人々の自殺行動を増加させる特殊な種

類の報道であると知っている。もしかすると、あるタイプの報道は、逆に自殺行動の模倣

を防止するのに役立つかもしれない。しかしながら、現状の自殺の報道には、自殺という

発想が「正常なもの」であるかのように思わせる可能性が常にある。繰り返される、絶え

間の無い自殺報道は、特に青年や若年成人を自殺に傾倒させたり、自殺を促進したりしが

ちである。 

 

正しい知識をもつメディアによって行われる、適切で正確

で、そして支援の可能性を併せもつ自殺報道は、自殺によ

る悲劇的な命の損失を予防することができる。 

 

 

 

 

 

 

信頼性のある情報源 
 

自殺による死亡に関する、信頼性の高い情報は、世界中の多くの機関から入手すること

ができる。WHO のデータバンクには、年齢と性別により分類された 1950 年からのデータが

ある。情報提供が可能なその他の機関としては、国連児童基金（UNICEF）、国連地域間犯罪

司法研究所（UNICRI）、国際婦人開発基金（UNIFEM）、国際臨床疫学ネットワーク（INCLEN）、

国際児童虐待防止協会（ISPCAN）、国際刑事警察機構（INTERPOL）、欧州委員会統計局

(EUROSTAT)そして、世界銀行がある。 

 

政府機関や全国組織の協会、任意団体の多くもまた情報を提供している。スウェーデン

国立自殺研究・予防センター、オーストラリア統計局、米国の疾病管理予防センターがそ

のような例である。 

 

国際自殺予防学会 IASP（http://www.int/ina-ngo/ngo/ngo027.htm）、アメリカ自殺学会

（http://www.suicidology.org/）、オーストラリア青年の精神保健のための早期介入ネット
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ワーク（http://auseinet.flinders.edu.au/）、国際自殺研究アカデミー

（http://www.uni-wuerzburg.de/IASR/）は、情報にアクセス可能なウェブサイトをもって

いる。これらの情報源の最新の自殺関連データは、国ごとに異なるが、過去 18－36 ヶ月く

らいの期間のものとなっている。 

 

自殺件数はしばしば少なく見積もられている。過少評価の程度は国によって異なり、主

に自殺が確認された方法に依拠している。自殺の過少評価の別の理由として、偏見、社会

や政治的要因、保険の規定などが挙げられ、それはつまり、自殺の一部が事故や特定不能

の死を装った形で報告されている可能性を意味する。自殺の過小評価の程度は高齢者で 20

－25％、その他では 6～12％と考えられている。致命的でない自殺行動（自殺未遂）に関

する世界的な公式記録はない。それは主に、医学的治療を求める未遂者が、平均で 25％程

に過ぎないからである。したがって、ほとんどの自殺企図者は報告されることがなく記録

されることがないのである。 

 

自殺データの使用上の注意 

 

   データの比較のほとんどは、異なる国々のデータを用いて行われるが、死亡データの

記録の手続きは国ごとに異なりかなり多様であり、そのことがあらゆる直接比較にかな

り影響するというこを心に留めておかなければならない。 

    

自殺率は、通常 100,000 人対の自殺者数で表される。報告された率が小さな人口集団

のものであれば（例えば、市、州あるいは小さな国々）、その解釈には特別な注意を要す

る。ほんの数例の死亡が、データの見え方を大きく変えてしまうからである。自殺率は

年齢による標準化を行い報告されているものもあるだろう。少数であるという理由で、

15 歳以下の自殺が除外されている可能もあるが、多くの国々では、この世代において自

殺が注意を要するほど増加している。 

 

 
一般的に自殺をどのように報告すべきなのか 
 

自殺の報道をする際に特別に注意すべき点は以下のようなものである： 

 統計学は注意深く、そして正確に説明されなくてはならない。 

 確実で信頼性の高い情報源が使われるべきである。 

 時間の制約がたとえあったても、即興的なコメントは注意深く用いられなければなら

ない。 

 少数例に基づいて物事を一般化する場合には、特別な注意を要する。そして、「自殺の

流行」、もしくは「世界で最も自殺率の高い場所」といった表現は避けるべきである。 

 自殺行動を、「社会的あるいは文化的な変化や退廃に対応する理解可能な反応」などと

報道することは差し控えるべきである。 

 

 
特殊な自殺をどのように報道するのか 
 

報道の際に、以下の点を心に留めておくべきである： 

 自殺の扇情的な報道は、特に著名人が関わっているような時は注意深く避けるべきで

ある。報道は出来る限り最小限度に抑えるべきである。著名人が抱えてきたであろう

あらゆるメンタルヘルスの問題もまた、認識されるべきである。過大な表現を避ける
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ために、あらゆる努力がなされるべきでる。死亡した人や使われた手段、そして自殺

現場の写真は使用すべきでない。第一面の見出しという位置は、自殺報道に関して断

じて望ましくない。 

 使われた手段と、どのようにその手段を手に入れたのかということについての詳細な

記述は避けるべきである。自殺のメディア報道は、自殺の頻度よりも利用される自殺

手段に関してより大きな影響を与えることが先行研究によって示されている。ある種

の場所（橋、崖、高い建物、鉄道など）は、古くから今に至るまで自殺と関連してお

り、知名度が加わることでより多くの人たちがそれらを利用しようとする危険性を増

大させる。 

 自殺は、説明のつかないものとして報道されるべきではなく、あるいは単純な形式に

でもって報道されるべきではない。自殺は、決して一つの要因または出来事から生じ

る結果ではない。自殺は通常、精神や身体の病気、物質乱用、家族機能の障害、対人

関係の葛藤、そして生活上のストレッサーなどの多くの要因による複雑な相互作用に

よって引き起こされる。さまざまな要因が自殺の原因となることを認識することが大

切である。 

 自殺は、破産や試験の失敗、あるいは性的虐待のような個人的な問題への対処方法と

して描写されるべきではない。 

 報道は、遺族と他の遺された人々が被る偏見と心理的苦痛といった、自殺による衝撃

について配慮すべきである。 

 殉難者として、そして公衆の賛美の対象として自殺者を美化することは、影響を受け

やすい人たちに対して社会が自殺行動を支持していると示すことになりかねない。そ

のようなことをする代わりに、自殺者に対する哀悼を強調すべきである。 

 死に至らなかった自殺未遂がもたらした身体的影響（脳の障害や麻痺など）を記述す

ることは、自殺の抑止につながるかもしれない。 

 

 
利用可能な援助に関する情報提供 
 

  メディアは、自殺に関するニュースとともに以下の情報を報道し、公表することによっ

て、自殺を予防するための支援に積極的な役割を果たすことができる： 

 利用可能な精神保健サービスと支援組織のリストを、最新の電話番号と住所を付して

紹介すること。 

 自殺行動の前兆となる危険信号について報道すること。 

 うつ病はしばしば自殺行動と関係していることと、うつ病は治療可能な病気であると

いうメッセージを伝えること。 

 深い悲しみの中にいる遺族にお悔みのメッセージを提供し、可能であれば遺族のため

の支援団体の電話番号の情報を提供すること。このことは、自殺の発生という危機的

状況において精神保健専門家や友人、そして家族による介入の可能性を増大させる。 
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要約：すべきことと、してはいけないこと 
 

何をするべきか 

 
 

 事実の公表に際しては、保健専門家と密接に連動すること。 

 自殺は「既遂」と言及すること。「成功」とは言わない。 

 直接関係のあるデータのみ取り上げ、それを第１面ではなく中ほどのページの

中でとりあげること。 

 自殺以外の問題解決のための選択肢を強調すること。 

 支援組織の連絡先や地域の社会資源について情報提供をすること。 

 危険を示す指標と警告信号を公表すること。 
 

 

してはいけないこと 

 
 

 写真や遺書を公表しないこと。 

 使われた自殺手段の特異的で詳細な部分については報道をしないこと。 

 自殺に単純な理由を付与しないこと。 

 自殺を美化したり、扇情的に取り上げたりしないこと。 

 宗教的、あるいは文化的な固定観念をステレオタイプに用いないこと。 

 責任の所在を割り付けたりしないこと。 
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